
2017年4月
～2023年6月

2024年
9月1日

2024年
12月1日

2025年
3月1日

経過措置 経過措置 経過措置 経過措置

指定団地 指定団地 指定団地 指定団地

1 2.9% 0 1 0.3% 0 1 0.3% 0 0 0.3%
0 0 1

北海道 333 10 343 -4 0 338 1 339 0 338 1 339 0 338 1 339
▲ 4 5.9% 0.6% 4.6% 2.2% 0.0% 5.2% 0.1% 4.7% 0.0% 5.2% 0.1% 4.7% 0.0% 5.2% 0.1% 4.7%

88 13.3% 0 1 3.4% 0 1 3.4% 1 1 3.0%
0 0 1

東北 542 83 625 -32 0 573 20 593 0 573 20 593 2 575 18 593
▲ 1 9.6% 4.8% 8.5% 17.5% 0.0% 8.9% 2.6% 8.2% 0.0% 8.9% 2.7% 8.2% 8.3% 8.9% 2.5% 8.2%

266 34.3% 6 41 20.8% 1 42 20.8% 9 38 20.3%
2 0 13

関東 1,385 722 2,107 -90 6 1,598 420 2,018 1 1,598 419 2,017 9 1,607 410 2,017
▲ 7 24.5% 41.8% 28.6% 49.2% 54.5% 24.8% 55.6% 28.0% 50.0% 24.8% 55.6% 28.0% 37.5% 24.8% 56.2% 28.0%

124 28.7% 1 19 13.2% 0 17 13.2% 5 18 12.2%
2 2 4

中部 469 189 658 -1 2 570 87 657 0 570 87 657 7 577 80 657
8.3% 10.9% 8.9% 0.5% 18.2% 8.8% 11.5% 9.1% 0.0% 8.8% 11.6% 9.1% 29.2% 8.9% 11.0% 9.1%

10 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%
0 0 0

北陸 292 0 292 -22 0 270 0 270 0 270 0 270 0 270 0 270
5.2% 0.0% 4.0% 12.0% 0.0% 4.2% 0.0% 3.8% 0.0% 4.2% 0.0% 3.8% 0.0% 4.2% 0.0% 3.8%

123 33.3% 1 13 15.0% 0 13 15.0% 1 12 14.8%
1 0 2

近畿 680 339 1,019 -48 3 827 146 973 0 825 146 971 2 827 144 971
12.0% 19.6% 13.8% 26.2% 27.3% 12.8% 19.3% 13.5% 0.0% 12.8% 19.4% 13.5% 8.3% 12.8% 19.8% 13.5%

86 13.1% 0 4 2.5% 0 2 2.5% 0 2 2.5%
0 2 0

中国 549 83 632 -40 0 577 15 592 0 577 15 592 0 577 15 592
9.7% 4.8% 8.6% 21.9% 0.0% 9.0% 2.0% 8.2% 0.0% 9.0% 2.0% 8.2% 0.0% 8.9% 2.1% 8.2%

50 17.6% 0 0 4.8% 0 0 4.5% 2 1 3.6%
0 0 1

四国 291 62 353 4 0 340 17 357 1 341 16 357 3 344 13 357
5.1% 3.6% 4.8% -2.2% 0.0% 5.3% 2.3% 5.0% 50.0% 5.3% 2.1% 5.0% 12.5% 5.3% 1.8% 5.0%

166 20.4% 0 10 4.1% 0 10 4.1% 0 5 4.0%
0 0 5

九州 931 238 1,169 16 0 1,136 48 1,184 0 1,137 48 1,185 1 1,138 47 1,185
16.5% 13.8% 15.8% -8.7% 0.0% 17.6% 6.4% 16.4% 0.0% 17.6% 6.4% 16.5% 4.2% 17.6% 6.4% 16.5%

1 0.5% 0 0 0.5% 0 0 0.5% 0 0 0.5%
0 0 0

沖縄 181 1 182 34 0 216 1 217 0 215 1 216 0 215 1 216
3.2% 0.1% 2.5% -18.6% 0.0% 3.4% 0.1% 3.0% 0.0% 3.3% 0.1% 3.0% 0.0% 3.3% 0.1% 3.0%

915 23.4% ＜減少率= -2.5%＞ 8 89 10.5% 1 86 10.5% 18 77 10.1%
5 4 27

全国　計 5,653 1,727 7,380 -183 11 6,445 755 7,200 2 6,444 753 7,197 24 6,468 729 7,197
▲ 12 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

＊　斜体の数字 は自由化団地の内、シェア５０％超の団地数 （注）廃止された旧簡易ガス団地数及び指定団地・自由化団地の内訳は把握していない。（注）廃止された旧簡易ガス団地数及び指定団地・自由化団地の内訳は把握していない。

＊＊下段のパーセンテージは全国計に占める割合 赤数字 は特別な事後監視解除数（見込）　☝ 【出典：生産動態統計 ほか】 【出典：生産動態統計 ほか】

（一社）日本コミュニティーガス協会

2024年12月4日

2017年3月31日

経過措置指定団地の2024年9月解除及び2024年12月並びに2025年3月解除予定
 ▲は、生産動態統計で旧簡易ガスに区分された旧一般ガスの供給区域。

2025年3月1日見込
（2024年9月生産動態統計BASE）

自由化
団地

団地 計
供給地点群

数
の増減

2024年9月1日見込
（2024年8月生産動態統計BASE）

2024年12月1日見込
（2024年9月生産動態統計BASE）

解除予定
自由化
団地

団地 計解除予定
自由化
団地

団地 計解除
自由化
団地

団地 計
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令 和 ６ 年 １ ０ 月 ２ ９ 日 

経済産業省  電力・ガス取引監視等委員会  

 

ガスの特別な事後監視について（令和６年度第１四半期） 

 

（趣旨） 

ガスシステム改革小委員会において、経過措置料金規制が課されない、又は

経過措置料金規制が解除されたガス小売事業者のうち、旧供給区域等における

都市ガス又は簡易ガスの利用率が５０％を超える事業者については、「特別な事

後監視」として、ガス小売料金の合理的でない値上げが行われないよう、当該旧

供給区域の料金水準（標準家庭における１ヶ月のガス使用量を前提としたガス小

売料金）を、３年間監視することと整理されています。 

この整理を踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会において、四半期毎に「特別

な事後監視」を行っており、今般、令和６年４月から６月を対象とした「特別な事後

監視」の調査を実施したので、その結果について公表します。 

 

１．調査の概要  

(1) 対象事業者・供給区域等 

⚫ 旧一般ガス事業者：  ００５事業者   ００５供給区域 

⚫ 旧簡易ガス事業者：   ６２事業者   １０１供給地点群 

 

(2) 事業者からの報告事項 

上記(1)の対象事業者から、令和６年４月から６月までの期間（以下「本件

対象期間」という。）の標準家庭における１ヶ月のガス使用量及び当該ガス使

用量を前提として算定したガス小売料金（月次）に係る情報を収集した。 

 

２．調査結果  

本件対象期間における、各月ガス小売料金の前月及び前年同月との比較

などを行い、検証・確認を行った結果、原料費調整による値上がりはあるが、

合理的でない値上げは認められなかった。 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

   電力・ガス取引監視等委員会事務局 

取引監視課長 下津 

総合監査室長 高橋 

担当者：小松、佐藤 

電 話： 03-3501-1552（直通） 
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コージェネ財団 かわら版［スマートアクション］ 2024年11月 Vol.50
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事例で知る
エネファーム
販売の知恵

スマートアクションVol.50

　｢一条レジデンス西伊場｣は､浜松版スマートタウン開発の第1号
認証プロジェクトとしてJT浜松工場跡地を複合開発した｢一条タウ
ン西伊場｣のランドマークとなる環境配慮型分譲マンションです｡
立地するスマートタウンは､全体で約10.6ヘクタールの敷地に､
戸建て住宅(181区画)とマンションの住居エリア､スーパーやクリニ

脱炭素社会への意識や､災害に対するレジリエンス
性への関心が高まるなか､住宅･分譲地開発の最前線で､
省エネ･創エネと防災に寄与するエネファームを活用した
取り組みが進められています｡
　今回紹介させていただくのは､”カーボンニュートラルな
くらし”の実現に向けて､エネファームを含めた脱炭素化&
防災の設備導入や制度運用など全国初の取り組みを実
施した分譲マンション､｢一条レジデンス西伊場｣(浜松市
中央区)の事例です｡
　現地のマンションギャラリーを訪問し､まちづくりから
開発を手がけられた一条工務店･和久田さまと永冶さま､
エネルギー供給を担うサーラ E&L 浜松･粟飯原さまにお話を
うかがいました｡

ック､カフェ等が並ぶ商業エリア､子ども園を備えた文教エリアの
3つのエリアを揃え､子育てがしやすく､安心なくらしを完結できる
まちを実現しています｡複合開発においては､一条工務店様が住居
エリア･文教エリアの施設開発を､総合スーパー事業を展開する
イオンリテール様が商業エリアの施設開発を連携して進めてこられ
ました。

エネファームを全戸採用した
環境配慮型マンションがスマートタウンに誕生

一条レジデンス西伊場

浜松版スマートタウンの
複合開発とともに

株式会社 一条工務店
都市開発事業部　副長
和久田　堅太郎さま

株式会社 一条工務店
都市開発事業部　係長
永冶　裕太さま

サーラ E&L 浜松 株式会社
開発グループ  マネージャー
粟飯原　正典さま

CG7
テキストボックス
2024年度
第4回業務委員会資料№7-1



02 スマートアクションVol.50

　マンションのお話をうかがう前に､まずまちづくりの取り組み
から一条工務店･和久田さまにお話しいただきました｡

　当社は浜松を発祥とする企業として､浜松市が推進する“省エネ･
創エネ”“安心･安全”をまちづくりのベースに置き､開発に臨みま
した｡“省エネ･創エネ”の取り組みとしては､居住エリアはもとより
商業エリアでも賛同企業様にご協力いただきながら太陽光発電
等の設備を用意させていただき､再生可能エネルギーやCO2フリ
ーエネルギーの高度利用を図っています｡“安心･安全”の備えと
しては､地震に強い住宅やまち､災害時のレジリエンス性を追求
したほか､タウン全体の土地を高くかさ上げし､雨や河川の氾濫を
防ぐ調整池を設けるなど水害対策も施しています｡さらには計画
的な緑化､電線の地中化､ガス中圧管などインフラ設備の強靭化
を図り､交通面においては環状交差点を導入するなど､サステナ
ブルで安心･安全な美しい街並みをめざしています。(和久田さま)

　このスマートタウン住居エリアに誕生した｢一条レジデンス西
伊場｣は､全92戸､7階建ての免震構造の建物で､太陽光発電パ
ネルや蓄電池を設置しています｡マンション共用部(照明･空調･
エレベーター等)の電力はこれら太陽光発電等による再生可能エ
ネルギーで賄われ､不足分を補う系統電力はサーラeエナジー様
(サーラE&L様のグループ企業)より実質CO2フリー電力が供給
される仕組みになっています｡さらに注目したいのが､エネファームの
全戸採用です｡分散型発電設備としてエネファームtype Sを全戸
に設置し､平常時の省エネ効果と非常時のレジリエンス性の両
立をマンション全体で実現しています｡（永冶さま）

　余剰電力の買取りや､マンション全体でのJ-クレジット活用に
ついては､エネルギー事業者としてどのように関わられているの
でしょうか｡重ねてうかがいました｡

　エネファームで発電した電力はご家庭で使用されますが､
余剰電力が生じた場合はサーラエナジーで買取りさせていだだき､
サーラカードのポイントとして還元する仕組みを設けています｡
平均的な家庭で買い取らせていただく余剰電力量は1戸当たり
年間約2000kWhくらいのイメージです｡買取りに関しては､
お客さまに損がない内容にさせていただいています｡エネファー
ムはガスで発電するため､余剰電力の買取り価格もガスの単価に
応じて変動しますので､そこはご安心いただきたい点です｡お客
さまの視点として､売電しない場合に比べて年間5000円くらい
の経済的メリットが出るような買取りの設定となっています｡

　本格的な環境配慮型マンションを目指すなかで全国初の取り
組みも実施されているとのことで､概要をうかがいました｡

　特徴的な取り組みとしては､
①マンション共用部で実質CO2フリー100%を実現､②全戸に
分散型電源としてエネファームを設置､③エネファームの余剰電力

は当社グループのサーラエナジーが買取りを実施､④マンション
全体で創出した｢環境価値(J-クレジット)｣を活用した地域貢献､
が挙げられ､この4つを単一マンションで実施することは全国初
となります｡
　サーラeエナジーからは､マンション自体の太陽光発電や蓄電
池利用と連携するカタチで､共用部に実質CO2フリー電力を
供給させていただいています。
例えば､EV充電設備(14台分)にもこの仕組みが活かされるので､
居住される方がEVに乗る際には実質CO2フリー電力を使用いた
だけることになります｡これはアピールポイントの一つにもなって
います。(粟飯原さま)

マンション共用部で
実質CO2フリー100%を実現1

　J-クレジットの活用では､エネファームが1戸に入ると年間で
約1トンレベルのCO2が削減されるイメーシ で゙､その環境価値
のご提供に対して年間1000ポイント(1000円相当)を還元させ
ていただきます｡申し込み等は当社グループで取り扱い､国への
申請や環境価値の運用等も担わせていただいています。
(粟飯原さま)

全戸に分散型電源として
エネファームを設置2

エネファームの余剰電力は
当社グループのサーラエナジーが
買取りを実施

3

マンション全体で創出した
｢環境価値(J-クレジット)｣を活用した
地域貢献

4

“省エネ･創エネ”と
“安心･安全”をコンセプトに

スマートエネルギーと
非常時のレジリエンス性を両立

エネファームによる余剰電力や
環境価値を活かす仕組み

環境配慮型マンションとしての
全国初の取り組みとは

全国初の取り組み
環境配慮型マンションとしての
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　余剰電力の買取りや､マンション全体でのJ-クレジット活用に
ついては､エネルギー事業者としてどのように関わられているの
でしょうか｡重ねてうかがいました｡

　エネファームで発電した電力はご家庭で使用されますが､
余剰電力が生じた場合はサーラエナジーで買取りさせていだだき､
サーラカードのポイントとして還元する仕組みを設けています｡
平均的な家庭で買い取らせていただく余剰電力量は1戸当たり
年間約2000kWhくらいのイメージです｡買取りに関しては､
お客さまに損がない内容にさせていただいています｡エネファー
ムはガスで発電するため､余剰電力の買取り価格もガスの単価に
応じて変動しますので､そこはご安心いただきたい点です｡お客
さまの視点として､売電しない場合に比べて年間5000円くらい
の経済的メリットが出るような買取りの設定となっています｡

実際の施工現場で92戸全てにエネファームを導入する際､
技術的な課題や､設置時に迫られた対応などはあったのでしょ
うか｡エネファームへの希望と併せて､永冶さまがお答えくださ
いました｡

　エネファームの導入に関して技術的に大きな課題はありませんで
したが､設置にあたっては課題が生じました｡機器は管理面から共
用廊下に設置することが望ましく、エコキュートや電気温水器であ
ればメーターボックス内に設置するなど意匠的な工夫は難しくはあ
りませんが、エネファームはガス機器であるため完全に遮蔽するわ
けにはいかず、意匠上の配慮が課題となりました。マンションでは共
用部の意匠性もより求められますので｡そこで､エネファームの設置
場所にユニットの目隠しを設けることにより意匠性をカバーしました｡

本物件における訴求ポイントをまとめると､大きく2点｡
一つ目は､防災マンションとしての強靭なレジリエンス性です｡
燃料電池エネファーム､太陽光発電､非常用発電システムという
3つのシステムを揃えて､『いつでも電気が使える安心』という
ものを構築しています｡エネファームに関しては発電と同時に
給湯ができ､また万一の停電時にも継続して発電できるという､
防災性の非常に高い設備であることをお伝えしています｡この
他､停電時には非常用発電システムも稼働し､各戸で5Aの電気
が別途使えるよう設定されていたり､免震構造の採用なども併
せて､防災マンションとして強さと安心を備えたレジリエンス性
を高い次元で実現しています｡
　そして二つ目は､カーボンニュートラルなくらしの実現という
ところです｡マンション共用部での実質CO2フリー電力100%を
実現しつつ､全戸にエネファームを設置することでマンション
全体に分散型発電を構築し､余剰電力を地域に還元することも
可能にしています｡さらにJ-クレジット活用によりマンション
全体で環境価値を創出することで､地域の環境負荷軽減にもつ
ながっていく｡こうした点をご説明すると､ご理解いただきやす
いのかなと思います。(永冶さま)

03

　J-クレジットの活用では､エネファームが1戸に入ると年間で
約1トンレベルのCO2が削減されるイメーシ で゙､その環境価値
のご提供に対して年間1000ポイント(1000円相当)を還元させ
ていただきます｡申し込み等は当社グループで取り扱い､国への
申請や環境価値の運用等も担わせていただいています。
(粟飯原さま)

この点を踏まえて今後､マンション共用部の設置に配慮した意匠
性の工夫を進めていただけたら､採用実績もより増えていくのでは
ないかと思います。(永冶さま)

この開発プロジェクトは､一条工務店様を事業主とし､エネルギ
ー供給をサーラエナジー様が担うカタチで進められてきました。
2社のアライアンスが構築された経緯について､うかがいました。

　もともとの入り口は浜松市のスマートシティ協議会でした｡
加えて､当社が浜松市様と共にスマートマンション等の事業化可
能性調査を行う機会があり､その際に一条工務店様とお話しさせ
ていただいて､環境性やレジリエンス性などへのご理解をいただい
たことがアライアンスにつながったと考えています｡エネファームの
提案については､マンションの最上階では太陽光パネルの設置に
限りがあるなかで｢分散型発電｣をどう実現するか｡その解決策と
してフルスペックの提案をさせていただき､とくにレジリエンス性を
評価いただきました｡また､マンションに限らず中圧ガス導管の引
き込みや､減圧をするための用地確保などさまざまな取り組みが
あるなかで多くの共感をいただき､タッグを組んで進めさせていた
だきました。(粟飯原さま)

マンションでいかに
分散型発電を実現するか

意匠性が求められる
設置場所での課題も

いつでも電気が使える安心と
カーボンニュートラルなくらし
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全ての人の生活の基盤となる“住宅の省エネ化”は､カーボン
ニュートラルの推進においても欠かせない要素です｡
　当社は､“「使う電力≦創る電力」となる家づくり”に取り組み､
さらにはその住まいをリーズナブルな価格で提供して普及を促
進することで脱炭素社会の推進や地球環境保全に貢献してま
いりました｡また､“地震に強い家づくり”をはじめとして住まいの
安心･安全も追求してきました｡主に戸建ての領域で確立してきた
住まいづくりへの想いや技術は､マンション事業にも大きく活か
されています｡例えば､免震構造や非常用自家発電設備などを
積極的に採用した防災マンション等も手掛け､グッドデザイン
賞などの高い評価もいただいてきました｡実績としてはこれまで
オール電化がベースになっていたのですが､今回､スマートタウン
におけるカーボンニュートラルなくらしとレジリエンス性を考え
たときに､オール電化の発想を超える選択として､ガスとエネフ
ァームも併用させていただきました｡マンション事業では物件ご
とに立地や条件に合わせて都度プランを選択していますが､
今回､ガスとエネファームを導入した新しい実績ができたので､
過去の経験と照らし合わせながら､今後の事業展開に活かして
いければと考えています｣(和久田さま・永冶さま)｡

ガスとエネファームを採り入れた
新しい実績を活かして
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